
     

　  

　
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

27 年 人  人 人 平成 27 年 人 人 人 ②

22 年 人 人 ％ ％ ％

％ 平成 22 年 人 人 人

平成 31 .3.31 　 人 27年国調世帯数 世帯 ％ ％ ％

平成 30 .3.31 人 22年国調世帯数 世帯

％ ％

千円 千円 千円 ％

千円 計

④ ①自主財源比率
％

②人件費比率
％

(f) ％ ③義務的経費比率
千円 ％

④投資的経費比率
％

(g) ％

％ 千円

％

％

○ ○ 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

○ ○ ○ ○ ○

○

A B

人 千円 千円

千円 千円 人

円 % % %

(千円)　 % % %

% % %

Ⅱ４種地

1,165

2,052

10,903

国調

国調 9.3 29.7 61.0

公 債 費 比 率

△ 3.6

4.0増 加 率増 加 率 △ 0.3

面 積 人 口 密 度

73.60 456

11,334

3.4

国

調

住

基

平成

区 分 平 成 30 年 度

増 加 率

33,589

34,845

区 分

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

区　　　　分 職員数

19,596,423 基準財政収入額 3,436,953

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額

平 成 29 年 度

宮 城 県 亘 理 町

区 分

人口
産 業 構 造

就
業
人
口

第 ３ 次

0

平 成 ３ ０ 年 度 決 算 状 況

人 口 集 中

区 分 第 １ 次 第 ２ 次地 区 人 口

市町村類型 Ⅴ－２ 交付税種地

5,066平成 k㎡ 9,906

7.2 31.4 61.40

9,896

33,683

33,593

4,813

特 別

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,509

指 数 等

配当割交付金

指 数 等

起債制限比率

1

0.2 37,180 37,180 0.5203,626

地方消費税交付金 575,380 2.9

2 歳 出 総 額 B 18,283,805

歳 入 総 額 A 20,155,676

2.716,495,173 基準財政需要額 5,802,672

7,129,862

4,348,303

1,317,308 使 用 料 ①

3
歳入歳出差引額

C 1,871,871 3,101,250 標 準 税 収 入 額
(A-B)

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 1,181,584 2,538,093

標 準 財 政 規 模

(a)

0.3

手 数 料 ① 16,403 0.1

財    調

F 127,130

県 支 出 金

△ 1,509,527
経 常 一 般 財 源

12,320,248

(C-D) 一 般 財 源 (b)
563,157

経 常 経 費 充 当
6,709,955

積立金現在高

減    債 32,193

寄 附 金 ① 89,945

特定目的

31.8

10,970,747 18.4

(f)/(a) 172.8
5

実 質 収 支
E 690,287

7 積 立 金 G 632

6 単 年 度 収 支

5,533,804 27.5

地方債現在高 9,895,279

(g)/(a) 138.8 12.7

財 産 収 入 ①

(d)
2,498

臨時財政対策債
415,800

繰 入 金 ①

2,556,250

6,661,905

うち政府資金 8,187,564

(c)

9 積 立 金 取 崩 額 I 2,640,666 2,331,908

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数

(b)/((c)+(d))
8 繰 上 償 還 金 94.851,422

0.574

H 60,402

うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
5,007,048債務負担行為額

地 方 債 757,500 3.8

415,800 2.1

-

-

実質公債費比率
△ 2,452,502

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
△ 3,787,515

工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10
実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J

給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

市 町 村 長 H30.4.1 843,000 円一 般 職 員 269 73,948 275

教 育 長 H30.4.1 550,000

うち技能労務職 15 4,130 275

消 防 職 員

副 町 長 H30.4.1 649,000

教 育 公 務 員 1 381 381

合　　　計 270 74,329 275

臨 時 職 員

議 会 議 長 H23.11.13 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 260,256

議会議員 ( 16 人 ) 〃 256,000 194,535 0

3,649,494

公共下水道事業 無 36,289 619,204 7

6水 道 事 業 有

円

7,789

116,808 10,830

3,584,971 0職員数 合 計

401

円

千円

339,612 円

4,644

191,425

112,882

人

被保険者一人当り保険給付額

-

介 護 保 険 事 業 - 42,952 426,848 被 保 険 者 数

394,806

18.1 3,454,959 51.8 人 件 費

後期高齢者医療事業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 101 世帯

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

地 方 税 ① 3,649,494

経常収支
比率　％

0 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

10
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

0

2,057,590 11.3 1,947,390 1,814,511

構成比 一 般 財 源 等 経常一般財源

866,739

1,149,326

25.6

地 方 譲 与 税 148,146 0.7 148,146 2.2 う ち 職 員 給 1,333,400 7.3 1,233,493 16.2

利子割交付金 3,914 0.0 3,914 0.1 扶 助 費 1,844,955 10.1

8,208 0.0 8,208 0.1 公 債 費 4.7 766,563 766,532 10.8

638,697 638,697 9.0

元 利 償 還 金 866,739 4.7 766,5637,045 0.0 7,045 0.1 766,532 10.8
自 動 車 取 得 税 交 付 金 43,893 0.2 43,893 0.7 一時借入金利子

地 方 交 付 税 3,684,097 18.3 2,365,719 35.5 小　　計　③ 4,769,284 3,352,650 3,219,740 45.4

1,407,323

26.1

普 通 2,365,719 11.8 2,365,719 11.3

575,380

1,079,906 15.335.5 物 件 費 2,072,713

8.6 積 立 金 2,128,495

13.8

1.0 維 持 補 修 費 42,848

1,708,187

0.5
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 78,593

繰 出 金

0.4地方特例交付金 33,061 0.2 33,061

小 計 8,153,238 40.4 6,640,325 99.6

0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金交通安全対策特別交付金 3,719 0.0 3,719
分担金・負担金① 63,393 0.3 0 0.0

1.1

1,114,398 5.5 3,360,466

11,059 0.2

26.1

32.3

0.9

0.5

0.1

0.0

96,768

60,068 0.3 6,686

国 庫 支 出 金

0

2,285,9451,084,323 5.4

0.5

内

普通建設事業

う ち 補 助

う ち 単 独 12.5

11.3

492,450 2.4 116 0.0

230,185

災害復旧事業

うち国直轄

0失業対策事業

974,881

4,748

1,393,500

6,709,955

63.0

0.1

19.7

94.8

1,137,581

78,917

0

19,412

00.0

うち県営事業 164,119

100.0 合 計 18,283,805 100.0

決 算 額 構成比 増減率

10,726,81720,155,676 100.0

区 分

合 計

構成比

　

一 般 財 源

税 額 × 75

基 準 100 超過課税分収
入済額 千円 区 分

1,676,187 0 議 会 費 125,1190.4

決 算 額

0.7 125,119

個 人 分 1,423,238 39.0 1.3 1,507,263 0 総 務 費 3,334,644 18.2 1,963,756

法 人 分 159,566 4.4 △ 6.5 168,924 0 民 生 費 3,871,278 21.2 2,251,880

固 定 資 産 税 1,524,352 41.8 5.0 1,564,173 0 衛 生 費 1,045,375 813,015

軽 自 動 車 税 98,843 2.7 4.0 98,867 0 労 働 費 23,159

商 工 費 233,358

市 町 村 た ば こ 税 241,869 6.6 △ 1.9 245,744 0 農林水産業費 1,636,484

鉱 産 税

消 防 費 561,728

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 5,124,757
法定外普通税・旧法税

目 的 税 201,626 5.5 0.8 0

市 町 村 民 税 98.6町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,500 町

民

税

均 等 割 35.0 96.8

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 98.5 13.0 92.5

対する比率

法

人

分 19.2 95.0

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 9.7/100 市 町 村 税 計 98.7

3.1 522,691

315,957

0.1 22,550

5.7

0.5 19,412

28.0 2,788,060

1.3 123,672

9.0

1,014,142

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

都 市 計 画 税

7.5

入 湯 税 7,091 0.2 59.5 0 災害復旧費 96,768

滞納繰越分

公 債 費5.3 △ 0.5

1,582,804 43.4

4.7

教 育 費 1,364,396

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 比 率
9.7

将 来 負 担 比 率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

し尿処理 常備消防

-

4.9

訳

6,661,905

連結実質赤字比率

普通会計からの繰入額

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同 伝染病

工業用地等造成事業 無

市 町 村 民 税税務事務

事　　業　　名 法適用
の有無 収支額公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 28,732 千円

5 人 10,726,817100.018,283,805合 計100.0 2.2

866,739 766,563

1,001 0

震 災 復 興 1,114,752 5.5 補 助 費 等

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

1,576,387

5,907,298

56,785

5,810,530

8.6

11.7

32.3

9.4

56,785

1,544,700

328,202

1,203,623

1,651,785

4,748

1,505,396

1,564,112


